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地方分権に対応した改訂版、発刊！！

実務に即してわかりやすく解説！
▶具体的な条例や判例を題材とし、わかりやすく解説しています。
▶主要な判例、条例、自治立法権の沿革など、参考資料を豊富に掲載。
▶自治体法務を学ぼうとする全ての職員にとって、格好の参考書としてご活用いただけます。
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改  訂  版

　地方分権一括法が平成12年 4月に施行されて以来、早や8年が経ちました。
その間、地方公共団体においては、地域の問題解決のため、自らの主体性の
下に、創造的で、個性的な様々な取り組みが行われるようになってきました。こ
のような取り組みの中で、各地方公共団体において、「新たな条例制定」への
取り組みも行われつつあります。「政策法務」という言葉も良く聞かれるようになっ
てきました。これまでの「法務といえば法制執務」といった受け身の意識から脱
却し、地方公共団体の政策形成に資する、「攻めの法務」を目指そうという動
きで、これからの更なる分権改革の進展へのダイナミックスを導くキーになってい
くことが期待されます。
　第一次分権改革においては、「自己決定・自己責任」がキーワードとされ、
これは第二次分権改革においても踏襲されていますが、まさにこの言葉の通り、
地方公共団体が主体性をもって条例制定に取り組んでほしい、そのためには、
職員一人一人が、地方分権の趣旨及び目的を十二分に認識していただき、以
前からの壁を打ち破り、歩を前に進めていく気概を持ってほしいと考えています。
本書は、その思いから、地方公共団体職員へエールを送る意味を込めて作成
しました。（「はじめに」より抜粋）
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